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１．イントロダクション
2001 年に閣議決定された第二期科学技術基本

計画では，研究者による一般の人々への情報提供

（アウトリーチ活動）の推進が提起された（総合

科学技術会議 2001）．この研究者によるコミュニ

ケーション活動の推進という考え方は，2006 年

に閣議決定された第三期科学技術基本計画以降に

おいても，倫理的・法的・社会的課題（Ethical, 

Legal, Social Issues）への対応といった視点を付

加しつつ，「双方向」のコミュニケーションの視

点が強調される形で展開されつつある（総合科学

技術会議 2006, 2011）．そのため，現在研究者に

よるコミュニケーション活動という言葉は，「科

学・技術に関わる専門家と一般の人々の間の対

話」という意味もあれば，科学的知識の伝達，あ

るいは科学教育や理科教育，科学広報といった意

味まで多様な使われ方をされている．また，2005

年には，科学技術振興調整費により，東京大学，

北海道大学，早稲田大学に科学コミュニケーショ

ンに関連する人材育成プログラムが設置されるな

どの大きな動きが生じていることから，この年を

日本の「科学コミュニケーション元年」と表現す

る向きもある（小林 2007；平川 2009）．

このような形で言及される研究者と社会の間の

コミュニケーションには，『平成 16 年版 科学技

術白書』での言及以降，国内で急速に広まること

となったサイエンスカフェ（文部科学省 2004；

中村 2008；松田 2008），研究所の一般公開のよ

うな活動，新聞やテレビ，あるいは Twitter など

の各種メディア上での発信，「広場型」と呼ばれ

るような実物展示型イベント（標葉・調 2014），

サイエンスショップ１）のような地域住民のニー

ズに応じた調査活動を通じたコミュニケーショ

ン，更には意思決定プロセスに資するような形で

一般の人々の意見を抽出するコンセンサス会議の

ような試みまで多岐に渡る活動が含まれている

（小林 2007）．

本稿では，これらの活動を総称する形で，「科

学コミュニケーション」という言葉を用いること

にする．その上で，このような活動が展開される

に至った経緯について，特に政策的展開の整理・

検討を行うと共に，今後の展望と現在の日本にお

ける科学コミュニケーションが抱える制度的課題

について分析を行う．

２．1990 年代までの流れ
国内外の科学コミュニケーションの議論を見る

にあたり，英国を中心に 1980 年代から登場して

きた「科学技術の公衆理解」（Public Understanding 

of Science，以下 PUS）の議論から見ていくこと

にする．現在の科学コミュニケーションを巡る議

論が，この PUS における活動の検討と反省に負

う部分が大きいためである．1980 年代の PUS の

議論が始まり，科学技術の市民参加（Public 
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Engagement）に至る議論と実践，またその鏑矢

となった英国の事例を中心に概観する所から始め

ることは，国内外の科学コミュニケーションの議

論の経緯を理解する上で有効と考えられる．

1980 年代における PUS の議論において，英国

でその発端となったものは，1985 年に公開され

た報告書『科学技術の公衆理解』The Public 

Understanding of Science（通称：ボドマーレポー

ト）であった．これは英国王立協会（The Royal 

Society）２）が W. F. Bodmer を委員長とする特別

委員会を組織して，作成したものであった．報告

書の題名が示すとおり，「科学技術の公衆理解

（Public Understanding of Science: PUS）」とい

う言葉はここから定着していった．英国では当

時，国民の科学離れが深刻な問題として認識さ

れ，その対応策を取る必要性が指摘されていた．

そのような背景の中で，ボドマーレポートでは，

国民の科学技術理解の重要性を強調し，そのため

の施策として，科学教育，行政，科学コミュニ

ティ，企業，マスメディア，科学者，そして報告

書の発行元である Royal Society が取り組むべき

課題の提示を行っている．またその中でも，科学

者が科学者コミュニティを超えて，他のコミュニ

ティに働きかけることを提言した点は重要な意味

を持っていた（渡辺 2008）．

渡辺政隆（2008）は，その後の英国での展開を，

次の様に概括している．まず，ボドマーレポート

の内容を受けて，英国王立協会，英国王立科学研

究所（Royal Institution of Great Britain），英国科学

振興協会（British Association for the Advancement 

of Science）によって科学公衆理解増進委員会

（Committee on the Public Understanding of 

Science）が組織される．その後，90 年代に入ると，

科学コミュニケーション人材育成のための修士課

程コース３）の設置がなされている．また 1993 年

の英国科学技術白書をはじめとして，科学技術理

解増進や科学コミュニケーションが科学政策の一

環として認識されると共に，科学技術庁の科学技

術局（Office of Science and Technology）内に，

「科学技術の公衆理解」（Public Understanding of 

Science, Engineering, and Technology）増進セ

クションが設置されるなどの制度化が進展して

いった（渡辺 2008）．

３．欠如モデルの持つ限界と構造的転換
科学コミュニケーションの政策的展開が制度化

されつつあった 1990 年代初頭には，一般の人々

を科学知識の欠如した存在として認識し，一方通

行の情報伝達による知識の伝達と科学の受容促進

を 志 向 す る 活 動 を，「 欠 如 モ デ ル 」（Deficit 

model）として批判的に検討する動きが科学技術

社会論（Science & Technology Studies，以下

STS）分野の専門家である Brian Wynne らを中

心として登場するようになった．その一方で，知

識や情報は，その人々が持つ固有の文脈にひきつ

けて理解され，そのような知識・理解を重視する

という「文脈モデル」（Context model）や「素

人の専門家モデル」（Lay-Expertise model）など

の視点が展開されるようになる（Wynne 1991, 

1993, 1996：藤垣 2008）．

ここで，「欠如モデル」（Deficit model）という

考え方について，再度検討を与えておこう．「欠

如モデル」とは，非専門家の人々が科学技術を受

容しないことの原因は，科学的知識の欠如にある

として，知識を与え続けることで，一般の人々の

科学受容や肯定度が上昇するという考え方を指

す．欠如モデルという呼称自体は，英国の STS

研究者である Brian Wynne により 1980 年代後

半より使われ始め，90 年代に入り定着したもの

である．Wynne は，専門家における欠如モデル
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的志向性に対して重ねて批判を行っている（e. g. 

Wynne, 1991, 1993, 1996, 2001, 2006：藤垣 2008）．

この欠如モデル的な性格を持つ PUS からの脱

却という視点は，80 年代以降における PUS の試

みの反省から来ている．また社会心理学を中心と

した分野の研究により，バイオテクノロジーなど

の「萌芽的な科学技術」（山口・日比野 2009）に

関する態度や認知に関連する研究において，知識

の量の多寡が必ずしも科学技術の肯定的な受容に

働くわけではないこと，つまり欠如モデルの想定

する「知識増加による科学技術の受容促進」の考

え方自体の限界が指摘されている．

遺伝子組換え作物などに代表されるバイオテク

ノロジー利用を例に取るならば，欧州における大

規模な意識調査（Eurobarometer）のデータ４）

から，Midden らや Allum らといった研究グルー

プは，知識とバイオテクノロジー受容の関係性に

ついて，科学に関する知識が増えることが批判的

検討を可能にしているという傾向を見出している

（Midden et al. 2002）．Midden らの分析によれば，

知識・情報の量（informedness）の多さは，バイ

オテクノロジーに対する全般的な態度としてはむ

しろネガティブな態度を促すが，同時に科学技術

そのものに対する楽観的な態度も促しており，科

学技術に対する意識にアンビヴァレンツな影響を

与えていることが指摘される．すなわち知識・情

報の量（informedness）が「萌芽的な科学技術」

をめぐる受容や態度にもたらす影響は複雑であ

り，例えば知識の増加により，そのベネフィット

などには懐疑的になる一方で，リスクの過剰評価

は避けられるようになるなど，様々な影響を与え

ることを示唆している．また，国別比較における

大まかな傾向としては，小国の方が遺伝子組換え

作物に慎重な態度を示す傾向にあった．このこと

は，小さい国土における農業形態や有機農法振興

などを背景として，欧州においても一部の国が慎

重な政策を採用していることとも関連することが

考えられる（平川 2010）．また経済状況との関連

についての検討から，経済的発展の途中にある国

ほど，知識量とバイオテクノロジー受容の相関が

高いといった傾向も見出されている（Allum et 

al. 2002）．Midden らの表現を借りるならば，バ

イオテクノロジーに対する態度は結晶化されてい

ない，非常にたゆたったものであり，いずれにせ

よ知識の多寡で単一に態度への影響や態度そのも

のが決定されているとは考えにくい（Midden et 

al. 2002）．

そもそもバイオテクノロジーを初めとした科学

技術の受容の要因は，科学的知識という点だけで

はカバーしきれないテーマであり，リスクの多様

性（e. g. Hansen 2003；Townsend et al. 2004），

受容における文化的背景という要素（Jasanoff 

2005），個別の文脈に即した知識の受容・理解

（Wynne 1991, 1996），政治的知識など科学分野

以外の知識の存在（Sturgis & Allum 2004）など，

多面的に考察する必要がある．また欠如モデルの

検討という文脈ではないが，日本における調査

（大卒以上対象）においても，バイオテクノロジー

受容に際して，リスク─ベネフィットといった視

点よりも，倫理的・道義的認識の方が強い影響を

持つといった知見があり，価値観という精神的背

景がバイオテクノロジーに対する態度に大きく関

わ る こ と が 示 唆 さ れ て い る（ 永 田・ 日 比 野 

2008）．

いずれにせよ，これまでの多くの先行研究と実

践から示唆されていることとは，素朴な欠如モデ

ル的 PUS では，一般の人々の科学受容促進には

つながらないということであった．そして英国を

例に見るならば，欠如モデル的 PUS からの脱却

という方向性は，2000 年に発行された報告書『科
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学と社会（Science and Society）』（The House of 

the Lord 2000）で明確に言及されることとなり，

双方向性を主眼におく科学コミュニケーションと

いう指向性がより明確なものとなっていった．そ

して，このことは，近年における科学技術政策や

ガバナンスにおいては，一つの共通認識となって

いると言って良いだろう．

但し，ここで一点だけ注意を促しておきたい．

ここまでの記述で，欠如モデルを想定した PUS

活動，情報提供活動が有効な指針ではないことを

確認した．しかし，これらの議論は情報共有の重

要性について否定しているものでは決してないと

いうことには十分に注意が必要である．欠如モデ

ルに対する批判の本来の対象は，「科学技術情報

を与えれば，科学技術受容も促進される」という

思考であり，1980 年代から 90 年代における中央

集権・トップダウン型の情報管理・情報提供への

偏りにあったと見ることが妥当である．欠如モデ

ル批判の本懐は，そのような情報流通の在り方に

対する批判であり，関与するアクターのネット

ワークにおいて，一方向・双方向含めたより裾野

の広い知識・情報・意見の「共有」を目指す所に

あるのである．その目指すコミュニケーションに

おいては，情報の共有とは重要な前提条件であり

基礎をなすものと位置付けられるのである．

４．2000 年以降の動向
2000 年に発表された英国上院科学技術委員会

に よ る 報 告 書『 科 学 と 社 会（Science and 

Society）』では，欠如モデルからの脱却という姿

勢がより明確なものとして表れている．この報告

書では，欠如モデル的な一方通行の情報提供では

なく，双方向の対話の姿勢を重視すべきであると

いう姿勢が明確に提示され，その後の科学コミュ

ニケーションをめぐる政策的展開に大きな影響を

与 え る こ と と な っ た（The House of Lords 

2000；Wynne 2006）５）．また，翌年の 2001 年に

は，英国下院科学技術委員会（Parliamentary 

Office of Science and Technology）の報告書，

『チャンネルを開く─科学技術における市民との

対話』（OPEN CHANNELS Public dialogue in 

science and technology）が発行され，「科学と社

会」という表現をもって，社会の中で営まれる科

学（研究）というニュアンスが加味されるように

な っ た（Parliamentary Office of Science and 

Technology 2001）．

また更に近年の目立った動きとしては，英国高

等 教 育 助 成 会 議（The UK Higher Education 

Funding Councils），英国リサーチ・カウンシル

（Research Councils UK）およびウェルカム財団

（The Wellcome Trust）が 920 万￡を共同出資す

る形で，各地に「科学技術の市民参加」に関わる

拠 点 機 関 を 設 立 す る と い う プ ロ ジ ェ ク ト

（Beacons for Public Engagement）が 2008 年か

ら ス タ ー ト し て い る ６）．Beacons for Public 

Engagement では一方的な知識の伝達ではなく，

双方向対話を通じた「知識交換（Knowledge 

Exchange）」を目指している点は重要である．ま

たこの場合の「知識」は単純な科学的知識に留ま

らず，社会正義（Social Justice）といった価値観

までを含んだ「知識」であり，それぞれのアク

ターが持つ特有の知識をより意識したものとなっ

ている点が注目される．また同時に，科学コミュ

ニケーションに関する研究者への意識調査も実施

され，研究者のコミュニケーション活動に対する

意識の実態の把握や，コミュニケーション参加促

進の施策を検討する努力がなされるようになった

（The Wellcome Trust 2000；The Royal Society 

2006；Poliakoff & Webb 2007）７）．
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５．2000 年代初頭の英国における代表的
な取組とその反省（GM Nation? The 
Public Debate）

そのような中で英国では，科学コミュニケー

ションに関する興味深い取り組みが行われた．

2002 年から 2003 年にかけて，政府の農業環境バ

イオテクノロジー委員会（The Agriculture and 

Environment Biotechnology Committee， 以 下

AEBC）の主催により行われた，遺伝子組換え作

物 を テ ー マ と し た “GM Nation? The Public 

Debate （以下 GM Nation）” という全国規模での

対話・討論の試みである．

GM Nation では，まず全国８箇所での市民参

加型ワークショップ，９つのフォーカスグループ

インタビュー，遺伝子組換え作物の利害関係者に

よる会議が１つ行われ，議題設定と論点の絞りこ

みが行われた．そして，2003 年の６月から７月

にかけて，全国６箇所におけるメインの会議，40

箇所での第二会議，そして合計 629 回の第三会議

という，多段階形式のオープンミーティングが実

施され，合計でおよそ２万人の参加者による議論

が行われた．さらにウェブ上での議論と 77 人の

一般参加者を対象としたフォーカスグループセッ

ションが行われた．また，共通のワークブックや

資料 CD-ROM などもファシリテーションツール

として利用された（Hails & Kinderler 2003；

Barbagallo & Nelson 2005；Pidgeon et al. 2005；

Rowe et al. 2005； Horlick-Jones et al. 2006；

Horlick-Jones et al. 2007；平川 2008）．このよう

にして行われた GM Nation におけるキーメッ

セージは，以下のようなものであった．

１．人々の持つ多様な不安：食品や環境への安全

性といった科学的・技術的な側面に限らず，

社会的・政治的課題まで含めた，一般の人々

の持つ遺伝子組換え作物への不安の存在が提

示されている．

２．リスク─ベネフィットの理解：ベネフィット

を知ると同時に，よりリスクへの関心も高ま

る（特に長期的な観測が必要なリスクについ

ての関心の高まり）．

３．安易な商業化に対する反発：より多くのテス

ト，しっかりとした規制の枠組み，（生産者

だけでなく）広く社会へのベネフィットの提

示が要求されている．

４．政府・多国籍企業への不信感：GM Nation

自体がただのアリバイ作りで結果は無視され

てしまうのではないか，また多国籍企業の利

益が優先されるのではないかといった危惧

（遺伝子組換え作物の利点は認めつつも，多

国籍企業への疑念は払拭されていない）．

５．更なる情報提供と試験研究の要求：信頼でき

る情報源からのより多くの情報提供と，更な

る試験研究の必要性を認めている．

６．発展途上国の事情に対する特別な関心：食糧

増産などの形で，遺伝子組換え作物は発展途

上国に貢献し得るという認識がなされてい

る．しかし同時に，公平な貿易，より良い食

料分配システムの構築，収入や当該国の地位

向上，より良い政府の成立といった，開発全

体の推進が重要であるという認識も提示され

ている．また，これらの点について，多国籍

企業は余り信頼されていない．

７．議論に対する歓迎と価値：政府への不信感は

あるにせよ，対話・議論への参加は歓迎され

ており，また自身の意見表明のみならず，専

門家も含めた他者の意見を聞き議論できる機

会が尊重されている．加えて今回の議論にお

いても運営に際して自発的なボランティア活

動が展開されている．
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まず１～３，６点目は市民の持つ多様な視点を

示す点であり，遺伝子組換え作物の持つ科学的側

面以外の視点，社会的リスクと意味，更には科学

の持つ不確実性への気づきや，新たな視点の獲得

が示唆されていると言えるだろう（平川 2008）．

Horlick-Jones ら（2007）はこれらの新たな情報

と視点の獲得における，科学技術の市民参加の持

つ知識源・情報共有システムとしての機能を指摘

している．また人々が，様々な人々の意見を聞い

たうえで考えたこと，遺伝子組換え作物の利点を

認めている一方で，社会的・政治的リスク，政府

や企業に対する不信，発展途上国への配慮といっ

た広範な視点から議論を捉えていること，その上

で様々な背景を持った不安を提示している点は軽

視できるものではないだろう．

一方で４・５点目の政府・企業等への不信感と

GM Nation がアリバイ作りなのではないかとい

う一般の人々の危惧は，日本のコンセンサス会議

の事例，またより一般的に Public Engagement

の抱える問題にも通底している点である．これら

の不信感は，遺伝子組換え作物を巡る議論におけ

る，これまでの権力構造，一般の人々が介入・参

加できる機会の少なさや不平等を示唆するとも考

えられる．

加えて GM Nation において政府が引き出した

最も重要な教訓は，「GM Nation は遅すぎた」こ

とであった８）．つまり，既に社会的対立の様相を

顕著に呈していた遺伝子組換え作物をめぐる論争

において，GM Nation と開催母体である AEBC

には政府の信頼を取り戻すというミッションが

あった．しかし，既に遺伝子組換え作物をめぐる

社会的議論が論争として固定化されてしまった状

況 に お い て， 政 府・ 企 業 等 へ の 不 信 感，GM 

Nation がアリバイ作りなのではないかという一

般の人々の危惧は容易にぬぐえるものではなかっ

たと言える．また加えて，GM Nation に関して

は他にも多くの教訓となる課題が指摘されてい

る．それらの主たる論点としては例えば以下のよ

うなものがある（Barbagallo & Nelson 2005；

Pidgeon et al. 2005；Rowe et al. 2005； Horlick-

Jones et al. 2006；Horlick-Jones et al. 2007）．

• 　参加者におけるバイアスのコントロール（結

果の偏り，低関心層の巻き込みの不足）

• 　GM Nation の目的の不明瞭さ，透明性の課

題（特に政策に対する位置づけと，政策への

影響力・反映のプロセスに関する透明性）

• 　補助ツール・資料の質（議論に対してどれだ

け資するものであったのかの検討）

• 　評価をどのように行うのか（期間，基準，

データの取扱など）

• 　（当初において，政府が期待していたような

形で）政府や科学の信頼が回復するまでには

至らなかったこと９）

以上のように，GM Nation の試みにおいて多

くの課題が残された点は否めない 10）．しかし，

GM Nation が提示した評価や論点に関する議論

は多岐にわたり，その後の科学コミュニケーショ

ンを考える上で多くの示唆と教訓を与えたと言え

る（Rowe et al. 2005； Barbagallo & Nelson 

2005；Horlick-Jones et al. 2006；Horlick-Jones et 

al. 2007）．

遺伝子組換え作物の野外栽培や商業化に際して

は，「GM Nation は遅すぎた」という言葉に代表

されるように，科学者・農業従事者・一般消費

者・企業といった各種のステークホルダー間にお

けるコミュニケーションや，社会的議論への対応

が後手に回ってしまったことで深い社会的対立を

生んでしまったという反省がなされている．その
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教訓から，ナノテクノロジーを巡る議論では，ナ

ノテクノロジーが食品等の形で実用化され，一般

の人々の間で広く認知される前からの対話，技術

開発の初期段階からの参画を企図した「上流から

の市民参加」（Upstream engagement）の施策が

望 ま れ， 試 み ら れ て い る（ 立 川 2008； 三 上

ら 2009a, 2009b）．この「上流からの市民参加」

は，欧州を初めとした政策における科学技術の市

民参加の位置づけにおいて近年重視されている視

点である．

その一例としては，欧州ではナノジュリー

（Nanojury）などに代表されるナノテクノロジー

を巡る試みがあげられる（平川 2008）．また日本

においても，ナノテクノロジーを巡る「上流から

の市民参加」の例として，サイエンスカフェ，グ

ループインタビュー，ミニコンセンサス会議とい

う三つの異なる形式の手法・対話を通じた，「ナ

ノテクノロジーの食品への利用」に関する議論

「ナノトライ」が北海道において行われている（三

上ら 2009a，2009b）．

６．Public Engagement を巡る国際的な
流れ

ここまでに英国における PUS から「科学技術

の市民参加」への転換の流れを中心に概観してき

た．これらの方向性を後押しするより広範な背景

の一つとして，「社会の中の科学（Science in 

Society）」や「社会のための科学（Science for 

Society）」という観点の顕在化があったことは指

摘しておかなければならない．「社会の中の科学」

や「社会のための科学」の観点の顕在化において，

90 年代後半に重要な文書が登場している．その

例としては，アメリカ下院科学委員会が 1998 年

に発行した『我々の未来を拓く─新しい国家の科

学政策に向けて』（Unlocking Our Future: Toward 

a New National Science Policy）11）と 1999 年に

UNESCO と世界学術会議の共催により開催され

た世界科学会議 （ブダペスト会議）による報告

『世界科学会議─ 21 世紀のための科学と新たな誓

い』（WORLD Conference on Science: Science 

for the Twenty-First  Century, A New 

Commitment）などがあり，例えばブダペスト会

議における宣言「科学と科学的知識の利用に関す

る宣言」では，知識情報の共有，科学への平等な

アクセス，科学への参画の拡充といった点が挙げ

られている（UNESCO 2000；小林 2007）．また，

欧州委員会による『科学と社会アクションプラ

ン』（Science and Society Action Plan，通称：リ

スボンアジェンダ）でも，市民との対話が掲げら

れており，欧州の科学技術政策における，コミュ

ニケーションへの注目，欠如モデル型 PUS から

科学技術の市民参加への変化を印象付けている．

また，もう一つの重要な点として，これらのレ

ポートでは，現代社会を高度な知識に依拠しつつ

発展する「知識基盤社会」（Knowledge based 

Society）と捉えており，そしてその知識基盤社

会における科学技術の適切なガバナンス 12）にお

いて，科学技術の市民参加の視点が重要であると

している．この視点は，2007 年に欧州委員会か

ら発行された『欧州の知識基盤社会を真剣に考え

る 』（Taking European Knowledge Society 

Seriously）（EU Commission 2007）においても

更に踏み込んだ形で議論がなされている．科学技

術のガバナンスにおいて，科学技術の市民参加に

代表される双方向のコミュニケーションを重視す

る視点は，2000 年以降に特に顕著なものであり，

現在の科学技術政策の多くはこの観点に立つもの

といえる（e. g. 文部科学省 2004；城山 2007）．
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７．日本における展開
ここまでに，英国を中心に海外の科学技術政策

の議論における，科学コミュニケーションの視点

の変化を確認してきた．次に本節では，この変化

が，日本の科学技術政策一般においても同様で

あった点を確認することにしたい．

科学技術の振興は明治以降の日本の政策におい

て重要な命題の一つであった．その中でもより現

代に近い時点における PUS や科学技術の市民参

加に関する動きとして，1960 年代以降に顕著な

一般の人々の科学理解増進・興味喚起の施策が登

場していることが指摘できる．1960 年以降開始

される科学技術週間の制定や，日本科学技術振興

財団の設置と科学技術の普及啓発活動はその端的

な一例であると言える．政府による，これらの一

般の興味喚起・普及・啓発，科学技術理解増進活

動の動きは，世界的に見ても早い時期から行われ

てきたと指摘されている（渡辺 2008）．

1980 年代に入ると，これらの素朴な形での科

学の啓蒙活動に加えて，科学者と一般の人々のコ

ミュニケーションという視点が付加された活動で

ある PUS が英国などを中心として登場し，日本

においても 1990 年代以降において，PUS の概念

が科学技術政策研究所のレポートなどで紹介され

るようになる．この展開について，渡辺政隆は，

例えば科学技術政策研究所が 1991 年に発行した

報告書『科学技術に関する社会的コミュニケー

ションの在り方の研究』において既に知識では埋

められない科学と社会の乖離や，双方向対話へ注

目，そして科学技術コミュニケーションセンター

設立の提案をしている点を先駆的と評価してお

り，90 年代初頭における科学技術政策研究所の

レポートでの PUS の議論に既に双方向性対話を

含めた視点が含まれていることを指摘している

（渡辺 2008；長浜ほか 1991）．90 年代初頭とは，

イギリスの Brian Wynne らによる欠如モデル的

PUS に対する批判が登場し始めた時期であり，

その時期に欠如モデル的な視点に寄らない双方向

性に注目した点は確かに先進的であるといえる．

しかし一方で，実情としてそのような視点は例外

的であり，90 年代に行われた遺伝子組換え生物

をめぐる議論に見るように（Shineha & Kato 

2009），90 年代における PUS を巡る議論の多く

では，一方通行的な知識伝達による市民の科学受

容促進を基本とする ｢ 欠如モデル ｣ 的視点が採用

されていた点には注意が必要であるだろう．

しかし，2000 年前後を境としてこの状況に変

化が見られるようになる．2001 年に策定された

『第二期科学技術基本計画』において，科学者の

アウトリーチ活動の重要性が指摘され（総合科学

技術会議 2001），さらに 2006 年の『第三期科学

技術基本計画』では，第二期科学技術基本計画で

言及されたものよりも更に踏み込んだ形で，科学

者と市民との双方向的コミュニケーションの重要

性が指摘され，科学者に積極的な役割が期待され

ている（総合科学技術会議 2006）．それに前後し

て，欧州を始めとする各国の科学コミュニケー

ションの事情に関するレポート等が公表されるな

ど，科学コミュニケーションに関する情報収集も

行われるようになっている（岡本ほか 2001，渡

辺・今井 2003，渡辺・今井 2005）．また 2005 年

からは，東京大学，北海道大学，早稲田大学に科

学技術振興調整費による科学コミュニケーター養

成講座が設置され，コミュニケーション人材育成

のプログラムが登場している．また東京工業大学

やお茶ノ水女子大学などでも科学コミュニケー

ションに関するプログラムが始まるなど，科学コ

ミュニケーション推進の施策が広まりを見せるこ

ととなった．このように，2005 年前後を境に，

各種の活動が具体的に実行され始めたため，2005
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年を日本の「科学コミュニケーション元年」とみ

る指摘もある（小林 2007，平川 2009）．また『平

成 16 年版 科学技術白書』の紹介以降，サイエン

スカフェの試みが急速に増えてきていることも，

日本における科学コミュニケーションの状況の一

端を表しているだろう（文部科学省 2004a，中

村 2008；松田 2008）13）．

このように．日本における科学技術政策におい

ても，2000 年頃を境に欠如モデル的 PUS からの

脱却が意識され，双方向性を重視した科学コミュ

ニケーションが重要な課題として認識されるよう

になった．この論調の変化は国内外の科学技術政

策全般の議論と共通する世界的な動向でもある．

更に付け加えるならば，東日本大震災を経て

2011 年８月 19 日に閣議決定された，第四期科学

技術基本計画では，「科学技術イノベーションと

社会の関係深化」という形で，双方向のコミュニ

ケーションならびに，倫理的・法的・社会的課題

への対応が強く意識されるようになった．この流

れは，2016 年１月 22 日に閣議決定された，第５

期科学技術基本計画でも引き続き見られる視点で

ある（総合科学技術会議 2011，2016）．

８．科学コミュニケーションをめぐる今後
と課題について

再び欧州の動向に視点を戻してみると，科学コ

ミュニケーションを巡る新たな議論の萌芽を見る

ことができる．欧州では，欧州全体における科学

技術政策の新たな枠組みとして「ホライズン

2020」（Horizon 2020）が策定され，科学技術研

究への投資や人材育成プログラムが実施されてい

る．その中の主要推進プログラムの一つとして

「社会と共にある／社会のための科学」（Science 

with and for Society）が企画されている点は注

目に値する．この「社会と共にある／社会のため

の科学」では，「責任ある研究・イノベーション」

（Responsible Research and Innovation）が中心

的なコンセプトとして提案・設定され，以下の

テーマが課題として掲げられている事柄は以下の

ものである 14）．

─　�科学技術研究やイノベーションへのより幅

広いアクターの参加

─　�科学技術の成果（知識）へのアクセシビリ

ティ向上

─　�様々な研究プロセスや活動における男女平

等の担保

─　�倫理的課題の考慮

─　�様々な場面での科学教育の推進

更には「責任ある研究・イノベーション」の理

論的枠組みについても，「先見性」（anticipation），

「反射性」（reflexivity），「包摂」（inclusion），「応

答可能性」（responsiveness）などの概念を軸に

議論の整理が進みつつある（Stilgoe 2013）．総じ

ていうならば，「責任ある研究・イノベーション」

とは，知識の一方通行的な流通に留まらず，幅広

い関連アクターが持つそれぞれの価値観を包摂・

相互応答しつつ，プロセス自体が省察的に進むイ

ノベーションを意味している．そのような相互作

用的なプロセスの正統性・妥当性・透明性の向上

により，応答責任の所在の明確化，倫理的な受容

可能性，社会的要請への応答，潜在的危機への洞

察深化などを促すことを指向している（Schomberg 

2011；Owen et al. 2012, Stilgoe 2013）．このこと

から，「責任ある研究・イノベーションは，現在

における科学とイノベーションの集合的な管理を

通じた未来に対するケアを意味する」（Owen et 

al. 2012, p1570）とも表現されている．

「責任ある研究・イノベーション」は，欧州の
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科学政策の場においては，2011 年５月の会議で

初めて言及されて以来，急速に浸透しつつある

（Owen et al. 2012；EU Commission 2011）．さら

には，「責任ある研究・イノベーション」の評価

体系に関する議論も進みつつある（Wickson & 

Carew 2014；EU Commission 2015）．このよう

に，「責任ある研究・イノベーション」は，現在

の欧州における政策形成プロセスにおいて一つの

価値基準になりつつある．

日本の状況に立ち戻るならば，この「責任ある

研究・イノベーション」に関する言及が科学政策

や科学コミュニケーションを巡る議論において増

えてくることが予想される 15）．しかしながら，「責

任ある研究・イノベーション」の枠組みにおける

コミュニケーション活動の実践・教育についての

事例検討は未だ不十分であり，今後の課題となる

だろう．

更に日本における課題として，科学コミュニ

ケーション活動を行うことが期待されている研究

者側の事情も考慮しなければならない．標葉ほか

（2009）や科学技術振興機構（2013）による先行

研究では，研究者の科学コミュニケーション活動

への参加を促す要因として，「機会・場の提供」，

「時間的負担の軽減」，「必要経費の低減ないしは

補助」，「評価システムの整備」が見出されている．

とりわけ，中堅クラスの研究者において業績競争

などの圧力を背景としたコミュニケーション活動

への忌避感が垣間見られており，特にコミュニ

ケーション活動をめぐる評価システムの不備が大

きな要因として考えられる．このような研究者側

にとってのコミュニケーション参加の制度的障壁

を踏まえつつ，2011 年８月 19 日に閣議決定され

た第４期科学技術基本計画（総合科学技術会

議 2011）を眺めるならば，以下の２か所が科学

コミュニケーションの評価に関する記載となって

いる．

国は，大学及び公的研究機関が，科学技術コ

ミュニケーション活動の普及，定着を図るた

め，個々の活動によって培われたノウハウを

蓄積するとともに，これらの活動を担う専門

人材の養成と確保を進めることを期待する．

また，研究者の科学技術コミュニケーション

活動参加を促進するとともに，その実績を業

績評価に反映していくことを期待する．（総

合科学技術会議 2011：43）

国及び資金配分機関は，ハイリスク研究や新

興・融合領域の研究が積極的に評価されるよ

う，多様な評価基準や項目を設定する．研究

開発課題の評価においては，研究開発活動に

加えて，人材養成や科学技術コミュニケー

ション活動等を評価基準や評価項目として設

定 す る こ と を 進 め る．（ 総 合 科 学 技 術 会

議 2011：47）

しかしながら，第４期科学技術基本計画におい

てこのように言及されている科学コミュニケー

ション活動の評価であるが，その後に発表された

『国の研究開発評価に関する大綱的指針』や日本

学術会議による『我が国の研究評価システムの在

り方～研究者を育成・支援する評価システムへの

転換～』には科学コミュニケーションの評価に関

連する記載はなく（総合科学技術会議 2012，日

本学術会議 2012），そして実際の問題として，現

在まで評価システムの実装は未だなされていない

状況にある．言及はされども，科学コミュニケー

ションを巡る評価システムの実態は未だ未成熟な

段階に留まっていると言わざるを得ない．今後，

「責任ある研究・イノベーション」を巡る評価軸
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の議論（Wickson & Carew 2014；EU Commission 

2015）を踏まえた科学コミュニケーションの評価

システムの構築が課題となるが，今後始まる第５

期科学技術基本計画の枠組みの中で，この課題が

どの様に議論されていくのか，注視が必要である．

謝辞
　本稿は，京都大学に提出された博士論文「生命科
学をめぐる『科学・技術・社会』─遺伝子組換えを
めぐる議論と言説」の一部を元に，加筆・修整を行っ
たものである．また，筆者は，日本学術振興会：課
題設定による先導的人文・社会科学研究推進事業「責
任ある研究・イノベーションのための組織と社会」

（代表：吉澤剛，大阪大学）による助成を受けている．

注
１）　実際に大阪大学において行われていたサイエン

スショップ活動では，「サイエンスショップは，
市民社会が経験する懸念（関心）に応えて，独
立で参加型の研究サポートを提供する」と紹介
さ れ て い る．http://handai.scienceshop.jp/
content/view/20/36/

２）　The Royal Society は英国王立協会と呼称され
るが，ここで言う王立（Royal）とは文字通り
王室によって設立されたという意味ではなく，
お墨付きといった意味合いであることを補足し
ておく．

３）　最初のコースは，インペリアルカレッジに１年
間のコースとして設置されている．現在では，
各地の大学に科学コミュニケーションや，科学
技術社会論といった「科学と社会」をテーマと
した領域の研究所やコースが設置されている．

４）　Midden らは 1996 年の調査データを元に分析を

おこなっている．
５）　これらのイギリスの動向において，90 年代に生

じた BSE による科学者や政府に対する不信感
という点も重要な背景の一つである．

６）　ウェスト・イングランド大学・ブリストル大学

の 共 同 事 業 で あ る “National Co-ordinating 
Centre for Public Engagement”，ニューキャッ
スル大学とダーラム大学による “Centre for 
Life” を中心としたニューキャッスル・ダーラ
ム・ビーコン（iKnow），エディンバラ大学等
17 機 関 に よ る エ デ ィ ン バ ラ・ ビ ー コ ン

（Edinburgh Beltane），マンチェスター大学な
どによる “Manchester: Knowledge Capital” を
中 心 と し た マ ン チ ェ ス タ ー・ ビ ー コ ン

（Manchester Beacon），カーディフ大学等によ
る ウ ェ ー ル ズ・ ビ ー コ ン（The Beacon for 
Wales），University College London によるユ
ニバーシティ・カレッジ・ロンドン・ビーコン

（University College London Beacon），イース
ト・アングリア大学を中心としたイースト・ア
ングリア・ビーコン（Community University 
Engagement East-CUE East）が設立され，地
域の特徴やアクターが活かされた形となってい
る．http://scienceportal.jst.go.jp/report/
britain/20080801-01.html（最終アクセス日 2016
年２月 19 日）

７）　The Wellcome Trust（2000）や The Royal Society
（2006）における調査結果では，８割以上の回
答者がコミュニケーション活動に肯定的な態度
を抱いていること，研究者のコミュニケーショ
ン活動への参加促進における課題として，時間
的制約や同業者の評価といった事項があること
な ど が 指 摘 さ れ て い る． ま た Poliakoff and 
Webb（2007）では，過去の経験，研究者自身
の高い意識，周囲の理解・協力，コミュニケー
ションに必要なスキルといった要素がコミュニ
ケーション活動への積極的な参加に影響してい
るといった知見が得られている．また日本にお
ける科学コミュニケーションに対する科学者の
意識調査例としては，標葉ら（2009）や科学技
術振興機構（2013）などの報告を参照されたい．

８）　この評価を巡る問題は，日本，そして科学技術
の市民参加全体に共通する課題であるといえ
る．Horlick-Jones ら（2006）は，科学技術の市
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民参加に関するよりシステマチックな評価体系
構築の必要性を指摘している．また後において
も言及を行うが，評価の点について，評価基準
そのものにおいても一般の人々の意見を取り込
んでいく科学技術の市民参加の必要性と方向性
を指摘した Chilvers （2008）の議論も検討に値
するだろう．

９）　ここでの信頼回復といった意図の背景には BSE
騒動がある．

10）　AEBC は GM Nation 後に解体されている．ま
た GM Nation の運営面に関する課題等につい
ては，AEBC の組織としての役割や課題の検討
と 絡 め て 報 告 書 と し て ま と め ら れ て い る 

（Williams 2004）．その報告書において，AEBC
は当初期待された政府と科学への信頼回復とい
うミッションの実現には至らなかったという認
識を示すと同時に，BSE や GMO といった社会
的対立を生んでしまった課題への遅すぎた対応
とそのミッションの難しさを指摘しつている．
また活動におけるコストとベネフィットの観点
や，また種々の活動の意義とハードルについて
も指摘している．

11）　この報告では，科学政策における科学コミュニ
ケーションの重要性が強調され，大学院教育に
おける科学者のジャーナリズム・コミュニケー
ション教育，コミュニケーション活動への参加，
一般の人々の研究成果のアクセス拡大などが提
案されている．また，アメリカにおける科学コ
ミュニケーションの取り組みの一例としては，
Science 誌の発行元として知られる AAAS が，
科学者自身のコミュニケーション活動を促進す
るための奨励賞を設けるなどを行っている（e. 
g. 水沢 2008）．AAAS では，他にも科学者の政
策フェローインターンシップなど，様々な活動
を行っており，科学者のコミュニケーション活
動のほかに，キャリアパス形成や，学協会の果
たすべき社会的役割を考える上で，様々な視点
を提示している．

12）　科学技術ガバナンスとは，現代における科学技

術をめぐっては，「社会との境界で生じる事項
についての社会的判断を行うための仕組み」と，

「様々な問題に対処するための具体的な制度設
計」を意味する．また科学技術ガバナンスにお
いては「様々な分野の専門家，様々なレベルの
政府（国際組織，国，地方自治体），様々な団
体（専門家団体，事業者団体等）や市民といっ
た多様なアクターが連携・分担，時に対立しつ
つ，科学技術と社会の境界に存在する諸問題を
マネジメントしていく」ものである（城山 
2007）．

13）　サイエンスカフェは，科学を日常的に議論する
文 化 を つ く る と い う 試 み で あ り，Duncan 
Dallas が Leeds ではじめたものが最初である 

（Dallas 2006）．元々は，ヨーロッパの文化・風
土において自由な対話の場という性格を持った
カフェなどの公共空間において飲み物を片手に
研究者と市民が対話するものとして想定されて
いたが，日本においては開催場所がカフェ・大
学・図書館・書店など多岐にわたり，多様化が
進んでいる （松田 2008；中村 2008）．研究者に
とってのサイエンスカフェの意義の一つとして
は，中村 （2008）は「研究者自身にとってもみ
ずからの生活者としての文脈のなかに研究を位
置づける機会」になるという効果が期待できる
ことをあげており，その一般の人々と研究者の
持つ認識の違いを日常の文脈の中で対比・認
識・議論するポジティブな機会となりうる点は
考慮に値するものだろう．

14）　https://ec.europa.eu/programmes/horizon2020/
en/h2020-section/science-and-society（最終アク
セス 2015 年 11 月 29 日）

15）　2016 年１月 22 日に閣議決定された第５期科学
技術基本計画では，「共創的科学技術イノベー
ションの推進」（P.46）が対応する部分と言える．
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History and Issues of Science Communication: a Review of Discussions and 
Perspectives in Policy-making.

Abstract
The aim of this paper is to examine history and current issues of science communication, 

particularly focusing on discussions related to domestic and international science and technology 

policies. In this paper, I reviewed historical contexts of science communication in Japan, UK, and so 

on. I examined current discussions of science communication and science and technology policy, 

focusing on an emergent concept “Responsible Research and Innovation（RRI）” . RRI is one of the 

hot keywords in European science policy Horizon 2020, and it is expected that RRI will be introduce 

and implemented into Japanese science and technology policies hereafter. In addition, this paper will 

point out that there are structural issues of evaluation system concerning science communication 

activities in Japanese science policies. Author anticipated that these discussions can contribute to 

sustainable communication activities between experts and the society.


